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 中国による日本への渡航自粛要請等の道内への影響等についての調査結果
を別紙のとおり取りまとめましたのでお知らせします。 
 
１．調査及び結果概要 
（１）中国による日本への渡航自粛要請以降の道内への影響について道内事

業者等を対象とした影響調査(２回目) 
  ・調査期間：1/26～2/6 ・照会数：約 2,400 者 
  ・回答数：286 者､うち 169 者が｢中国との関わりがある｣と回答 
  ・結果概要： 
   ①169 者のうち､５割が｢影響なし｣､３割が｢少しある｣､ 

１割が｢かなりある｣と回答 
   ②今後の影響見通しは４割が｢影響が見通せない｣､ 

２割が｢影響が見込まれる｣と回答 
 ※別添｢中国による日本への渡航自粛要請等の道内への影響等の調査結果

(概要)｣のとおり 
 
（２）１月６日に中国政府が発表した｢対日軍民両用(デュアルユース)製品の

輸出管理強化｣について産業団体等を対象とした調査 
   ・調査期間：1/26～2/25 ・照会数：19 者 
  ・回答数：19 者 
  ・結果概要： 
   回答のあった 19 者のうち、現時点での影響について、 

１者が｢少しある｣､17 者が｢ない｣と回答 
※別添｢中国政府によるデュアルユース(軍民共用製品)の対日輸出管理強
化に係る影響調査(概要)｣のとおり 

 参 考 

添付資料 
・中国による日本への渡航自粛要請等の道内への影響等の調査結果(概要) 
・中国政府によるデュアルユース(軍民共用製品) の対日輸出管理強化に係る
影響調査(概要) 
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 他 の ク ラ ブ 
 と の 関 係 

 同 時 配 付 
 同 時 レ ク 

(場所) 
 

 

 担 当 

 （ 連 絡 先 ） 

 

 (全体)総合政策部国際局国際課経済第一係（担当者：島崎） 

℡ ダイヤルイン０１１－２０４－５３４２ 内線 ２１－３０８ 

(観光関連)経済部観光局観光振興課誘客係（担当者：南出） 

℡ ダイヤルイン０１１－２０４－５３０６ 内線 ２６－５９５ 

(航空関連)総合政策部航空港湾局航空課空港戦略・国際航空 

(担当者：原田) 

℡ ダイヤルイン０１１－２０４－５９５５ 内線 ２３－８７７ 
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中国による日本への渡航自粛要請等の道内への影響等の調査結果(概要) 
R8.3.5 

１． 調査概要 

・ 調査期間： 令和８年１月２６日（月）～２月６日（金） 

・ 回 答 数： 169者（総回答数 286者のうち中国と関わりについて「あり」と回答した者） 

・ 調査方法： 本庁及び振興局より、関係企業・団体あてに調査票を送付 

 

２．結果概要： 

（１）分野別の回答数 ※（ ）内は前回調査回答数 

分野 回答数 分野 回答数 分野 回答数 

観光関係 ５４（５２） 航空関係  １３（９） 農業関係 ６（５） 

水産関係  １（３） 食産業関係  １３（３） 人材派遣関係 ２９（２３） 

各種団体  ２（２） 学校関係 ３２（３１） 輸出関係  ３（９） 

市町村 １（０） その他 １５（１２） 計 １６９（１４９） 

 

（２）結果概要                              （無記入を除く） 

調査項目 選択肢 
 １６９者 

回答数 主な分野 

現時点での影響の有無 

かなりある 
１９ 

(11.2％) 
観光１１、航空５ 

少しある 
４９ 

(29.0％) 
観光１９、人材１０、学校５ 

ない 
９３ 

(55.0％) 
 

その他(自由記載) 
６ 

(3.6％) 
 

今後の影響の見通し 

影響が見込まれる 
４１ 

(24.3％) 
観光２３、航空５、人材５ 

影響を見通せない 
７１ 

(42.0％) 
学校２５、食産業１０、観光９ 

今後も影響はない 
４４ 

(26.0％) 
観光１９、人材１２ 

その他（自由記載） 
６ 

(3.6％) 
 

今後の対応方針 

現状維持 
１１６ 

(68.6％) 
学校３２、観光３０、人材１８ 

対策を検討 
３５ 

(20.7％) 
観光１９、人材６ 

その他（自由記載） 
１０ 

(5.9％) 
 

当面、今後支援が必要と考える点 

資金繰り支援 
２ 

(1.2％) 
その他２（商工会等） 

雇用の維持・ 

確保に係る支援 

１１ 

(6.5％) 
人材１０ 

集客・誘客に 

係る支援 

２０ 

(11.8％) 
観光１８ 

販路拡大に 

係る支援 

７ 

(4.1％) 
食産業４、農業２ 

その他（自由記載） 
９２ 

(54.4％) 
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（３）主な意見 

◇現時点での影響の有無 

 ○かなりある： 

・中国人観光客のキャンセルが相次いでいる（観光） 

・インバウンド客の減少（観光） 

 

○少しある： 

・中国人観光客のキャンセルが発生している（観光） 

・今年度の研修事業は終了しているが、次年度に影響が出る可能性がある（人材） 

・精米が通関検査に時間を要し、年明けに荷物引き渡しとなった（通常は 1～2週間程度）（農業） 

 

 〇影響はない： 

・中国本土の取引がないため影響は殆どなし。（観光） 

・現時点では、送り出し機関からの派遣停止の連絡はない（人材） 

◇今後の影響の見通し 

 ○影響が見込まれる： 

・さらなるインバウンド客の減少（観光） 

・運休の長期化（航空） 

 

○影響を見通せない： 

・さらなるインバウンド客の減少、今後のキャンセル増、新規予約の減（観光） 

・状況を注視している（農業、水産、食産業、人材、学校、輸出、その他） 

 

○今後も影響はない： 

・韓国や台湾を中心に増加しているため、特に影響ないと考える（観光） 

・今後も中国からの受入は予定していない（人材） 

 

○その他（自由記載）： 

・今後の情勢次第（人材） 

 

◇今後の対応方針 

 ○現状維持： 

・状況を注視する（観光、農業、食産業、人材、各種団体、学校、輸出、その他） 

 

○対策を検討： 

・中国以外の誘客強化（観光） 

・他国からの研修生確保（人材） 

・販路の変更や新規開拓を行い、販路を確保する（食産業） 

・10/24までに発着する日本路線便の無料キャンセル対応（航空） 

 

○その他（自由記載）： 

・国内や中国以外（韓国など）のインバウンドを集客するため積極的にプロモーションを実施 

（観光） 

・新商品を開発しており、国内だけでなく海外にも販路を広げていきたい（食産業） 

 

  



 

 

3 

 

◇当面、今後支援が必要と考える点 

 ○資金繰り支援： 

・金融機関のあからさまな貸し渋りが見受けられる（その他（自社拠点以外で海外進出をしている

企業）） 

 

○雇用の維持・確保に係る支援： 

・北海道の就労環境の魅力の発信強化（人材） 

・日本での就労継続、対中国事情の家族への理解促進（人材） 

 

○集客・誘客に係る支援 

・北海道観光の魅力発信の強化（観光） 

・講演や学会など観光以外も強化（観光） 

 

○販路拡大に係る支援 

・北海道ブランドを強化頂き、総合的な輸出強化と北海道誘致へつなげて頂きたい（食産業） 

・香港・台湾向けに限らず輸出全体に係ることだが、市場調査や販売促進への支援について引き続

き協力いただきたい（農業） 

・国内外含め拡販や経済的支援が必要（水産） 

・新たな輸出先の規制等に対応する支援の強化（検査証明費用などの支援）（食産業） 

 

○その他（自由記載） 

・省力化・労働力対策に向けた施設・機械整備補助事業の支援（人材） 

 

◇台湾との関わりがある場合、現時点までの影響の有無（自由記載） 

 ・出荷金額が落ちている。特に業務用向けの注文が下がっている。昨年価格改定を行った影響も考

えられる（食産業） 

・現時点で影響はない（農業） 
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中国政府によるデュアルユース（軍民共用製品）の 

対日輸出管理強化に係る影響調査(概要) 
R8.3.5 

１． 調査概要 

・ 調査期間： 令和８年１月２６日（月）～２月６日（金）、２月２４日（火）～２５日（水） 

・ 回 答 数： １９者（調査数：１９団体、企業等） 

・ 調査方法： 本庁関係部局より関係企業・団体あてに調査票を送付、若しくはヒアリングによる 

 

２．結果概要： 

（１）分野別の回答数 

分野 回答数 

関連企業 １３ 

業界団体  ３ 

研究機関 １ 

経済団体  ２ 

計      １９ 

 

（２）結果概要                              （無記入を除く） 

調査項目 選択肢 
回答数 

（割合） 
主な分野 

現時点での影

響の有無 

少しある 
１ 

（5.3％） 
業界団体１ 

ない 
１７ 

（89.5％） 

関連企業１３、業界団体等２、 

研究機関１、経済団体１ 

今後の 

影響の 

見通し 

今後も影響はない 
 ５ 

（26.3％） 
関連企業５、 

影響を見通せない 
５ 

（26.3％） 
業界団体等３、経済団体１、研究機関１ 

影響が見込まれる 
 ０ 

（0.0％） 
 

今後の 

対応方針 

現状維持 
１０ 

（52.6％） 

関連企業５、業界団体２、 

研究機関１、経済団体２ 

対策を検討 
 １ 

（5.3％） 
業界団体１ 
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（３）主な意見 

◇現時点での影響の有無 

 ○少しある： 

・現時点での影響はほとんどないが、一部企業において、製品に使用する電子部品等の納期遅

延が発生している（業界団体） 

 

○ない： 

・現時点では業界に関連する品目についての影響はない（業界団体、研究機関） 

・取引業者も含め、特に声はあがっていない（関連企業） 

・中国への輸出入はない。製品は主に岐阜工場で製造（関連企業） 

・本社にて影響調査中（関連企業） 

 

◇今後の影響の見通し 

 ○今後も影響はない： 

・（記載等なし） 

 

○影響を見通せない： 

・現時点では影響を見通せないが、電子部品等の入手に関して懸念されている状況（業界団

体） 

・現時点では、今後どのような影響があるか不透明だが、今後、建設機械や高性能資材の供給

が滞る恐れがある（業界団体） 

・現時点では影響を見通せないが、必要な部品等の入手に関し懸念がある（研究機関） 

 

◇今後の対応方針 

 ○現状維持： 

・状況を注視する（関連企業、経済団体、業界団体、研究機関） 

 

○対策を検討： 

・在庫の確保、調達先の拡大、代替品の検討を行っていくとともに、今後も状況を注視してい

く（業界団体） 

 

 


